
経営発達支援計画の概要 

 

実施者名 

（法人番号） 

くすのき商工会（法人番号 6250005002556） 

宇部市（地方公共団体コード 352021） 

実施期間 2023/04/01 ～ 2028/03/31 

目標 経営発達支援事業の目標 

①小規模事業者の経営基盤の改善・強化 

②中山間地域の自然資源の魅力を活かした創業・事業承継の支援 

③DX を活用した販路開拓等による地域経済の活性化 

事業内容 Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

1. 地域経済動向調査に関すること 

①地域経済動向調査 

②地域経済動向分析 

2. 需要動向調査に関すること 

①新商品・特産品開発等のための調査 

②既存の商品・サービスレベル向上のための調査 

3. 経営状況の分析に関すること 

①財務的経営分析 

②非財務的経営分析 

4. 事業計画の策定支援 

① DX 推進セミナー 

② 事業計画策定セミナー 

③ 事業計画の策定 

5. 事業計画策定後の実施支援 

事業環境の変化に柔軟に対応できるようフォローアップを実施 

6. 新たな需要の開拓支援 

① 展示会等出展支援 

② DX 新規活用 

連絡先 くすのき商工会 

〒757-0216 山口県 宇部市 大字船木４４２番地の１１  

TEL:0836-67-1352 FAX:0836-67-0357 

e-mail:kusunokichou@yamaguchi-shokokai.or.jp 



宇部市 産業経済部 商工振興課 

〒755-8601 山口県 宇部市常盤町 一丁目 7 番 1 号  

TEL:0836-34-8355 FAX:0836-22-6013 

e-mail:syoukou@city.ube.yamaguchi.jp 

 







③後継者の有無 

後継者がいる割合は約3割程度にとどまっている。また、回答を得られたうち、代

表者が60代以上のみを抽出した場合でも33.3％とその傾向は変わらない。 

今後は後継者不在等による廃業数増加が懸念され、円滑な事業承継の支援を実施す

る必要がある。 

 
 

④年代別に見た経営方針 

経営方針については60代以上では事業縮小・廃業とする消極策を取る割合が増える

のに対し、30代～50代の代表者では売上拡大や新分野への進出など販路拡大へ積極

策を取る割合が高くなっている。また、60代以上で売上拡大と回答した13者うち、

後継者がいないと答えたのは3者のみである。 

また、自社のWebサイトを公開している事業者は3割程度にとどまり、まだまだ事

務作業を手書きで行っている事業者も少なくない。今後、売上拡大等や業務の効率化

を図るため、いかに比較的若い40代～50代の年齢層の代表者や後継者等へDXやIT化

を支援していけるかが課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 





基本目標２ 魅力と賑わいにあふれるまち 

 施策 3-2 地域の魅力を活かした観光振興・ 

MICE 誘致の推進 

 施策 3-5 移住・定住の促進 

 

 

 

 

③当会の主要な 3つの役割 

 1. 経営基盤の強化 

地域内の小規模事業者を取り巻く経営環境への適応力を高め、自発的に経営力の

向上や経営基盤の強化を図っていけるよう、金融や税務、労務、施策の活用、販路

拡大など、経営全般に対する身近な相談相手として、対話と傾聴による小規模事業

者に寄り添った支援を行う役割を果たす。 

 2. 地域資源の活用 

製造業、6 次産業化に取り組む農産物事業者等が取り組む、地域資源を活用した

新商品開発や新事業展開の促進を支援するとともに、観光資源を活用して交流人口

を増やすことで、地域内事業者の売上拡大と地域経済全体の活性化を支援する。 

 3. 創業･事業承継支援 

新規創業者の支援を推進するとともに、事業承継による次世代への事業の継続を

進めることにより、地域経済の源泉ともいえる小規模事業者の減少を防ぎ、将来に

わたっての地域経済の活力を維持、増大させる。 

 

この 3 つの役割を果たすためには、「地域ブランド」並びに商品やサービスの「ブ

ランド力」の確立と強化が基盤となる。 

 

 



（3）経営発達支援事業の目標 

【目標①】：小規模事業者の経営基盤の改善・強化 

小規模事業者の持続的発展や各事業者の課題解決を図るための事業計画策定支援

とフォローアップを行い、小規模事業者の経営基盤の改善と強化を図る。 

 

当会がこれまで実施してきた金融支援・税務支援・補助金支援・販路支援などの

各支援内容や実績を整理し、経営分析から事業計画策定、事業計画実行まで一貫し

た支援体制を構築する。また、事業者自らが環境変化への対応し、能動的に経営基

盤強化に取り組んでいくよう促すため、対話と傾聴を重ねることで代表者等が課題

に気づき、自己変革していくよう経営力再構築伴走支援を行う。 

 

【目標②】：中山間地域の自然資源の魅力を活かした創業・事業承継の支援 

創業・事業承継支援による小規模事業者の維持拡大並びに持続的発展のためのき

め細かな経営支援をすることで、小規模事業者数の減少への歯止めをかけ、地域の

交流人口を増加させることによって、地域経済の活力を維持・増大させる。 

とりわけ、中山間地域ならではの自然資源や歴史を理解して、その魅力を活かし

た事業の実施を促していく。 

 

【目標③】：DXを活用した販路開拓等による地域経済の活性化 

DX を活用した地域特産品の販路開拓や売上増加、観光支援による賑わいの創出に

より事業所の支援を通じて、地

域経済全体の活性化を図る。 

当地域の小規模事業者との対

話のなかでは、代表者が高齢で

あるなどの理由で DX の前段階

であるデジタルツールも IT ツー

ルも全く使用していないという

話をよく聞くようになった。 

まずは、どのようなデジタル

ツールがあるかを情報提供し、

積極的な活用を指導していく。

紙で行っている作業を基本的な

表計算ソフトや会計ソフトで行

うだけでも、大きな省力化や経

営改善につながることを体現し

てもらう。その後は、それぞれ

の事業規模や事業内容の違い、

社内の IT 人材などの事情を勘案

して継続して活用するように促

していく。 



経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２.経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

 

（1）経営発達支援事業の実施期間（令和 5 年 4 月 1 日 ～ 令和 10 年 3 月 31 日） 

 

（2）目標達成に向けた方針  

≪目標≫ 

【目標①】小規模事業者の経営基盤の改善・強化 

【目標②】中山間地域の自然資源の魅力を活かした創業・事業承継の支援 

【目標③】DXを活用した販路開拓等による地域経済の活性化 

 

【方針①】 

小規模事業者が経営課題を解決し、経営基盤の強化や持続的発展を図っていくには

事業計画を策定する必要がある。 

そのため、くすのき商工会では、小規模事業者の事業計画の PDCA を次のように支

援する。 

 

・小規模事業者との対話と傾聴を通じて得られた経営課題を短期的・中期的・長期的

に分類し、個者の経営状況等や優先順位、重要度に応じて事業者自らが課題を設定

できるよう指導・助言を行う。 

・事業者自らが設定した課題解決のため、経営分析や市場動向調査等を踏まえた事業

計画策定の支援を行う。 

・事業計画の着実な実行のため、定期的なフォローアップで進捗状況を確認の上、

PDCA サイクルがきちんと廻り必要な修正が成されるように伴走型支援を行う。 

・設備投資資金、運転資金のニーズに対して、「小規模事業者経営発達支援融資制

度」を活用するなど円滑な資金繰りを支援する。  

 

【方針②】 

当地域では経営者の高齢化が進んでおり、後継者不足による廃業が増えている。地

域経済の活力を維持するためには、事業者数を一定程度維持していくことが重要であ

る。 

そのため、当会では、創業・事業承継を次のように支援する。 

 

・宇部市と連携を図りながら地域内での創業を促進する。 

・事業承継に向けた早期取組を啓発するとともに、現在の経営状況を詳細に把握する

ため、事業承継計画の策定を支援し、円滑な事業承継の実現を図る。 

・山口県央連携都市圏域の各市町、商工会・商工会議所や山口県事業引継ぎ支援セン

ター等と連携を図るとともに、国や山口県の事業承継支援制度等も活用してきめ細

かな支援を行う。 

・創業、事業承継支援を実施した小規模事業者の進歩状況や資金繰り状況の把握に重

点を置いた巡回訪問を強化し、伴走型支援を行う。 

 











・財務的経営分析の結果、持続的な経営の発展に懸念がある事業者。 

・創業を予定あるいは創業からの経験が浅い事業者。 

・事業承継を予定あるいは事業承継を実施直後の事業者。 

【調査項目】外部環境（PEST）、市場占有率･競合の状況、事業者の新商品･新役務 

等 

 
 

（4）分析結果の活用 

①財務的経営分析、②非財務的経営分析のいずれの分析結果も当該事業者に提供

し、事業計画の策定や新規事業の数値目標、「強み」のさらなる強化や「弱み」への対

策などに活用するなどに活用する。また、商工会職員のスキルアップの教材としても

活用できる。 

また、商工会の情報システムを使ってデータベース化して蓄積の上、職員間で共有

し、事業者の有する個別の課題に対する支援に活用する。各事業者の経営課題を明確

に認識しそれに対応した支援を実施することで、組織を挙げたきめ細かな対応に繋げ

ていく。 

 

 

６．事業計画策定支援に関すること 

（1）現状と課題 

【現状】 

事業計画の策定については、融資の申込時、補助金の申請時、販路拡大等の事業へ

の取組時等に支援を行ってきた。事業計画策定の必要性については、伴走型小規模事

業者支援推進事業費補助金を活用したセミナーや当会会報「くすのき商工会だより」、

巡回等により説明してきた。 

 

【課題】 

小規模企業の代表者については日々の業務量が多く時間的な余裕もない事などか

ら、自主的に策定している企業は少ないのが現状である。事業計画策定の意義や重要

性への理解を深めていく必要がある。 

 

 

 





でのセミナーに限らず、オンラインセミナーやハイブリッド型セミナー

も活用していく。 

 

③ 事業計画の策定 

セミナー等で PDCA サイクルの重要性を認識した小規模事業者が、経営改善のた

めに実際に事業計画を策定することを伴走型で支援をする。 

小規模事業者には、創業者（創業を予定している、あるいは創業したばかりの事

業者）、後継者（事業を承継する予定、あるいは承継したばかりの事業者）を含む。

また、事業計画では、特に DX（デジタル技術による事業再構築）計画の支援を重

点実施する。 

【支援目標】事業者が事業計画を策定したうえで、適切な予実管理ができること。 

【支援対象】事業計画にもとづく PDCA 管理の重要性を認識している事業者（創業

者・後継者等を含む）。 

【支援手法】経営指導員等が支援対象となる事業者に対して伴走型の支援を行うとと

もに、外部専門家による相談支援を併用していく。 

 

 

 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

（1）現状と課題 

【現状】 

これまでの事業計画策定については、補助金や助成金申請、融資相談の際の返済計

画などに関連したものも多く、計画策定自体に重点を置いていた。 

 

【課題】 

商工会のマンパワー不足等から、事業計画策定後の実施支援や 4半期ごとのフォロー

アップが一部の事業者について十分にできていない。 

事業計画目標の達成のため、4 半期ごとの進捗状況を全職員が情報共有して伴走型の

支援を実施することや、4 半期ごとのフォローアップを確実に実施していくことが課題

である。 

 

（2）支援に対する考え方 

①商工会の支援については職員全員が小規模事業者の立案した事業計画を理解し、支

援に関与する体制を作る。その為に、個別の事業者の情報や事業の進捗情報をデー

タベース化して活用し、併せて商工会職員による「支援会議」で役割分担を決め商

工会を挙げた支援を実施する。 

②事業計画策定を行った全ての小規模事業者を支援の対象とする。 

③事業計画の実施や進捗状況の確認に際しては、売上増加や営業利益の伸びなど小規

模企業の成長性や収益性の指標を確認して支援を実施する。 

 

 

 







ア．ビジネスドラフトやまぐち（BtoB） 2 日間 

県内商工会議所・商工会主催で開催している、県内の商工会議所・商工会の会

員企業を対象とした『完全事前調整型の商談会』。全会員に案内をかけ、エント

リーに向けた支援を行った後、マッチング先があれば商談会でのプレゼンが効果

的に行われるよう事前研修を行うなど商談成立に向けた支援を行う。 

・場所：山口県内 ・来場者数：250 人 ・出展者数：200 者 

 

イ．ニッポン全国物産展（BtoC） 3 日間 

全国商工会連合会主催で開催している

物産展。全国から 350 以上の店舗が大集

結し、昔ながらの名産や地域の特産品、

技術を生かした新商品まで、日本列島の

“旬”が大集合した物産展である。独自の

技術で商品開発している製造業者や地域

資源等活用した商品開発をしている業者

に案内し、首都圏に向けた販路開拓を希望する業者に対し、出展前から出店後の

フォローにかけて集中的な支援を行う。 

・場所：東京都、来場者数：15 万人、出展者：350 者以上 

 

ウ．ひろしま夢ぷらざ「山口ぶちうま！物産展」（BtoC） 店頭販売：1 日 委託：2

週間 

山口県商工会連合会主催で開催してい

る物産展。経済・生活文化面でつながり

が大きく、かつ物流面でコスト軽減が図

れる山陽圏での販路開拓の取り組みとし

て広島県商工会連合会が運営する「ひろ

しま夢ぷらざ」において、山口県商工会

地域特産品の展示販売会を行っている。

地域資源等活用した商品開発をしている

業者や徳地特産品振興対策委員会に属す

る事業者に案内、参加させ近隣県においての販路拡大に向けての支援を行う。 

・場所：広島県 ・来場者数：190 万人/年 

 

② DX新規活用 

小規模事業者に対して、より遠方の顧客など新たな商圏を効率的に確保する方法

として、Web サイト・SNS 利活用・EC サイトの開設などがある。これらの活用経

験や活用ノウハウを持たない事業者への支援を充実させる。 

【支援目標】新たな販路開拓と同時に新鮮な情報へのアクセス機会を提供する。 

【支援対象】IT ツールの利活用によって、DX を目指す事業者。 

【支援手法】ITツールの活用、活用に不可欠なソフトウェア技術、関連するノウハウ

などを必要な場合には外部専門家も入れて実施する。 

 





１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 

（1）現状と課題 

当会の職員は、経営指導員 1名、補助員 1名、記帳専任職員 1名の計 3名である。山

口県が主催するセミナーや山口県商工会連合会主催の研修会に加え、各支援機関が主

催する事業者向けの事業計画策定セミナーや事業承継セミナー等に参加して指導能力

の向上に努めてきた。 

これまでの研修は職種別の研修が中心であり、開催回数も少ないことから、経営全

般に対する幅広い知識の習得や全職員が共通して有すべき専門的な能力の養成、IT

化・DX など多様化・高度化する支援ニーズへの対応には不十分であるという課題があ

る。 

 

（2）事業内容 

①外部講習会等の積極的活用 

山口県主催の「パワーアップセミナー」や山口県商工会連合会が主催する「専門

研修」、中小企業基盤整備機構主催の「支援者向け経営力再構築伴走支援研修」、そ

の他の機関が開催するセミナーなど経営指導員をはじめ他職員の積極的に参加し、

支援手法や対話と傾聴スキルなどの支援能力の一層の向上に努める。 

特に、事業者の高齢化による廃業等が年々増加傾向にあり、事業承継及び創業・

開業に関して、あらゆる角度から支援が出来るようセミナー等積極的に参加する。 

また、DX 推進に向けたセミナーへ積極的に参加し、経営指導員等の IT スキルを

向上させ、事業者のニーズに合わせた相談・指導を可能にする。喫緊の課題である

小規模事業者の DX 推進への対応にあたって、相談・指導能力の向上を図る。 

 

②OJT 制度の導入 

くすのき商工会では、職員は、巡回や研修等などで事務所内が 1 名となる場合も

あり、誰でも会員への初期対応が出来るようにする。巡回指導・窓口相談等の機会

を活用した職場内 OJT の実施及び、山口県商工会連合会主催 OJT 研修会への参加

により、全職員の資質を向上させ、組織全体としての支援能力を高める。 

 

③データベース化 

担当経営指導員等が基幹システム上のデータ入力を適時・適切に行い、支援中の

小規模事業者の状況等を職員全員が相互共有できるようにすることで、他の職員も

状況確認が出来、一定レベル以上の対応を可能にする。 

 

④オンライン経営指導の導入 

  感染症リスクの軽減といった事情もあり、従来の巡回や窓口での対面指導だけで

はなく、オンラインでの指導も頻度が増えてきている。今後も、働き方改革の推

進、多様な働き方への対応のため、オンライン指導のニーズは高まると予想され

る。そのため、事業者同意の下でオンライン指導の状況を録画するなどし、後日、

他の職員も内容を確認できるようにすることで、オンライン指導のノウハウを蓄積

することに努める。 

 



（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和 4 年 11月現在） 

 

（1）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発

達支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体

制 等） 

 
 

（2）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営

指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

氏 名：畑 利明 

連絡先：くすのき商工会 TEL：0836－67－1352 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、 

事業の評価・見直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

（3）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

   〒757－0216 

山口県宇部市大字船木 442-11 

くすのき商工会 

TEL：0836-67-1352  FAX：0836-67-0357 

E-mail：kusunokichou＠yamaguchi-shokokai.or.jp 

 

②関係市町村 

   〒755-8601 

山口県宇部市常盤町一丁目 7 番 1号 

宇部市産業経済部商工振興課 

TEL：0836-34-8355  FAX：0836-22-6013 

E-mail：syoukou＠city.ube.yamaguchi. jp 

 



 

（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 令和 5 

年度 

令和 6 

年度 

令和 7 

年度 

令和 8 

年度 

令和 9 

年度 

必要な資金の額 1,670 1,670 1,670 1,670 1,670 

 

 

・地域の経済動向調査 

・需要動向調査 

・経営状況の分析 

・事業計画策定支援 

・事業計画策定後の実施支援 

・新たな需要の開拓に 

寄与する事業 

・事業の評価・見直し 

・経営指導員等の資質向上 

 

 

50 

150 

100 

200 

720 

250 

 

100 

100 

 

50 

150 

100 

200 

720 

250 

 

100 

100 

 

50 

150 

100 

200 

720 

250 

 

100 

100 

 

50 

150 

100 

200 

720 

250 

 

100 

100 

 

50 

150 

100 

200 

720 

250 

 

100 

100 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 

山口県補助金、宇部市補助金、伴走型小規模事業者支援推進事業補助金 

会費収入、各種手数料収入 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 



（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


